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ん患者の把握が不充分で、把握の方法が施設

毎に異なり、統一された方法で行われていな

いことが問題になると思われる。 
図 4に 1992年に診断・治療を受けた胃がん
患者のステージ不明割合を施設毎に示した。

この図から考えられることは、ステージ不明

割合の高い施設は医事課のデータあるいは院

内がん登録でのステージ項目の把握が不充分

である可能性が示唆される。また、逆にステ

ージの不明割合が非常に低い場合は、各診療

科から収集したデータである可能性が高く、

とくに不明割合が 0%の場合は、ステージが
判明したがん患者のみが登録された可能性が

あり、資料の偏りが推測される。 

4. まとめと考察 
院内がん登録に関するアンケート調査や個

別データの収集を行うことによって、全がん

協のようなわが国を代表するがん専門診療施

設であっても、院内がん登録の実施は十分で

はないことが示された。この全がん協加盟施

設の調査結果から類推すると、各都道府県の

がん診療施設に指定された病院においても、

その他のがん治療病院や診療所においても、

院内（がん）登録が十分に実施されている可

能性は低いと思われる。 
このような院内がん登録の実施が不十分な

現状は、地域がん登録への“がん患者の届出”

の面でも大きな障害となっている可能性があ

る。地域がん登録として精度の高い登録を確

保するためには、全国の各病院において院内

（がん）登録の実施、あるいは診療情報の利

用が可能となるような医療情報システムの早

急な構築が望まれる。 
現在、全国の各病院では「病院機能評価」

を受ける施設が増加している。しかし、わが

国の病院機能評価の項目には、米国の病院機

能評価の評価項目に入っている「院内がん登

録の実施」の項目が入っておらず、オプショ 
 

ン項目に移されている。そのため、院内（が

ん）登録が多くの病院で実施されるには時間

が必要かも知れない。 
しかし、院内がん登録に基づいた生存率の

算定は、がん対策の評価の面から最重要の指

標と考えられるため、わが国のがん対策の基

礎堅めとして院内（がん）登録の充実が望ま

れる。 
今後の ITの進展と院内（がん）登録の充実
によってがん情報ネットワークが構築され、

がん対策が飛躍的に進展し、がん予防の道が

開かれることを期待している。 
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